
予防保全による効果

■予防保全によるＬＣＣ削減効果 〔直轄橋梁の事例（平均値）〕

○予防保全型の修繕を行った場合、事後保全型に比べライフサイクルコスト（ＬＣＣ）が縮減。
○判定区分Ⅱで補修を行う場合、判定区分Ⅲより耐荷力がより保持されており、より安全性を確保。
○判定区分Ⅲの補修は、大規模となり、交通規制による渋滞や迂回など外部不経済が発生。

■安全・安心面からの効果

■事後保全による外部不経済

判定区分Ⅲ（主桁の断面欠損）

橋梁床版修繕工事の実施に伴う渋滞発生状況

判定区分Ⅱと比較して主要部材の耐荷力
が低下している可能性がある。

予防保全型の管理

事後保全型の管理
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予防保全 20百万円/橋 平均7年 1 （2.9百万円/年）

事後保全 77百万円/橋 平均11年 2.4 （ 7百万円/年）

※１：健全度Ⅱ、Ⅲの橋梁の補修に要する費用の平均値。
※２：供用年度が平成９年以降の橋梁を対象として、健全度Ⅱ、Ⅲと最初に診断された年数の平均値

※同じ現象が発生すると仮定
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直轄道路の将来修繕費の試算

予防保全によるライフサイクルコストの縮減効果（今後２０年の推計）

予防保全の場合 約４．２～４．９兆円／２０年 （年平均 約２，３００億円） （２０３７年 約２，１００～２，４００億円）
事後保全の場合 約４．７～５．５兆円／２０年 （年平均 約２，５００億円） （２０３７年 約２，８００～３，３００億円）

２０年間で約５，０００億円の縮減
（参考：平成２９年度 修繕当初予算 約２，２５０億円※）

対象道路
： 国土交通省管理道路

対象構造物
： 橋梁、トンネル、舗装、
その他構造物（土工、附属物）

対象予算
： 修繕、点検、耐震補強

対象年
： ２０１７年～２０３７年（２０年間）

※北海道、沖縄の事業分を含めた平成２９年度当初予算額
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○点検結果、修繕実績等に基づき推計。
○今後の点検実施状況も踏まえ、精査が必要。
○さらに、新技術の導入等により、コスト縮減の取り組みを進める。




